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　一般的に貸借対照表で見るべきポイントは次のような点になります。なお、下記の項目はあくまで
目安ですので、１～２個の数値が悪かったからといってただちに改善が必要な会社というわけでは
ありません。経営者との会話のきっかけとなる部分として捉えましょう。
①�「流動資産」と「流動負債」を比較。流動資産＞流動負債であれば、いざというときに直近の返済を
流動資産でまかなえるためとりあえず良好といえます。

②「固定資産」と「固定負債」を比較。固定資産＞固定負債なら良好といえます。
③�資産の部で「土地」「建物」の有無を確認。これが古くからある会社は自社株の評価額が高くなって
いる可能性があるので、土地や建物の取得年度を確認しておきます。
④�「保険料積立金」や「前払保険料」という科目があれば、終身保険や逓増定期保険、長期平準定期保
険などの資産性（解約返戻金）のある保険に加入しています。
⑤�負債の部に「短期借入金」「長期借入金」の科目があれば借入先を確認します。経営者が個人のお金
を会社に貸し付けている場合は、経営者死亡時に相続の問題を抱えることがあります。
⑥�固定資産合計額＜長期借入金の場合は、いざというときに固定資産を売却しても返済が厳しい可

3 決算書の見るべきポイント

貸借対照表のどこをチェックすればよいか
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決算書の見せてもらい方と決算書の見方第 章2

貸　借　対　照　表
令和5年4月1日から
令和6年3月31日まで

（単位：円）

資　産　の　部 負　債　の　部
科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

【　流　動　資　産　】 【　         　　　170,000,000】 【　流　動　負　債　】 【　　　           　85,500,000】
現　金　及　び　預　金 50,000,000 短　 期　 借　 入　 金 10,000,000
売　　　　掛　　　　金 50,000,000 買　　　　掛　　　　金 40,000,000
商　　　　　　　　　品 70,000,000 未　　　　払　　　　金 30,000,000

未　払　法　人　税　等 1,500,000
  未 　払　 消　 費　 税 4,000,000

【　固　定　資　産　】 【　         　　　  55,500,000】
（ 有 形 固 定 資 産 ） （　　  　　         38,000,000） 【　固　定　負　債　】 【　 　　           100,000,000】

建　　　　　　　　　物 13,000,000 長　 期　 借　 入　 金 100,000,000
車　両　・　運　搬　具 5,000,000 　
工　具　器　具　備　品 10,000,000 　 　
土　　　　　　　　　地 10,000,000 負債の部合計 185,500,000

（ 無 形 固 定 資 産 ） （　　　　             1,500,000） 純資産の部
ソ　フ　ト　ウ　ェ　ア 1,000,000 【　株　主　資　本　】 【　　　　           40,000,000】
電　 話　 加　 入　 権 500,000 【　資　本　金　】 【　　　　           10,000,000】

　 　 資　　　　本　　　　金 10,000,000
（ 投 資 等 ） （　　  　            16,000,000） 【　利　益　剰　余　金　】 【　　　           　30,000,000】

出　　　　資　　　　金 1,000,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 23,000,000
投　資　有　価　証　券 5,000,000 当　 期 　純 　利 　益 7,000,000
保　険　料　積　立　金 10,000,000 　 　

　 　 純資産の部合計 40,000,000
資産の部合計 225,500,000 負債及び純資産の部合計 225,500,000

① ①
⑤

②
⑥

⑦

⑤

⑧

② ⑥

③

③

④



　ただし出席株主が多い場合、退任した役員に対して支給する退職金額等に意見や不満が出てス
ムーズに決定できないことも考えられます。そうした場合には、株主総会で支給に関する具体的なこ
とは決めないで、「取締役会に一任（おまかせ）」する動議を出してもらって、一任決議をします。この
一任決議というのは、退職金の算定方法や支給方法が、役員退職慰労金規程に則り適正に行われるこ
とを前提に、役員会に一任するということです。そののち再度、「取締役会」にて退職金支給の詳細を
役員退職慰労金規程に沿って決定し、実際の「支給」へと移ります。

　さて、役員退職慰労金は、会社にお金があればいくら支払ってもよいのでしょうか？
　結論からいえば、支払う金額はいくらでも構いません。ただし……
　会社の支払った退職金が、税務上の適正額を超えると、超えた部分については「損金の額」に算入す
ることができません（過大とみなされた役員退職慰労金のうち適正額を超えた分は損金不算入）。
　つまり、会社にとって支払った退職金の一部が、必要経費として認められないことになります。特
に同族会社で創業社長が勇退するときには、「自分が作った会社で、大きくしたのも自分だから、それ
に見合う退職金を取りたい」と考えて、莫大な退職金を支給することが考えられます。これを通称「お
手盛り」といいます。しかしお手盛りについては税務上厳しく判定され、会社が支払った退職金の全
額を損金算入とは認めてくれません。
　では、いくらまでなら過大と判定されないのでしょうか？　
　具体的な金額は世間には明示されていません。考え方の基準（支給された退職金が「過大」かどうか
の判定）は、以下の条文に示されています。

役員退職慰労金支給の流れ

役
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一任決議

実務上は、具体的な退職金額の支給基準を定めた役員退職慰労金規程を作成し、これを開示するか、株主が閲覧で
きる状況としたうえで、役員退職慰労金支給にかかる取締役会への一任依頼の議案を株主総会に提出する。
〈参考〉一任決議有効判決 ： 最高裁昭和39年12月11日

役員退職慰労金の適正額

法人税法施行令
（過大な役員給与の額） 
第70条－2（同72条－2）　内国法人が各事業年度においてその退職した役員に対して支給した
退職給与の額が、
　①当該役員のその内国法人の「業務に従事した期間」
　②その「退職の事情」
　③�その内国法人と「同種の事業を営む法人」で「その事業規模が類似するものの役員に対する

退職給与の支給の状況」
等に照らし、その退職した役員に対する退職給与として相当であると認められる金額を超える
場合における、その超える部分の金額
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　後継者の持分を増やす方法の１つに自社株の「（生前）贈与」があります。自社株を後継者に移すに
は、現経営者から直接贈与するのが最も確実な手段となります。贈与には毎年自社株を贈与する「暦
年贈与」と、まとめて自社株を贈与する「相続時精算課税制度」（精算贈与）の2つの方法があります。
　暦年贈与を用いた場合は、贈与税は累進課税ですから贈与額が高ければ高いほど贈与税も高くな
ります。したがって贈与税率の低い範囲で自社株を贈与するケースが考えられますが、自社株の評価
額は毎年変わります。そのため、毎年の贈与ごとに1株あたりの自社株の評価額を計算し、それに贈
与したい株式数を乗じて贈与金額を算出することになります。自社株の評価額は会社の規模拡大と
ともに高くなっていきますから、できるだけ早いうち＝株価（評価額）の低いうちから毎年贈与を続
けている会社もたくさんあります。

●暦年贈与
　暦年贈与は、1月1日～12月31日までの間の累計贈与額から基礎控除110万円を差し引いた残額
に対して課税（累進課税）されます。
　相続時の課税は、受贈者（後継者）が贈与者である被相続人から相続財産を受け取っている場合に
は、贈与者の相続開始前７年以内※の贈与分について、贈与時の価額で相続時に持ち戻されて相続税
が計算されます。
※ �2024（令和6）年1月1日以降の相続・贈与について、相続開始前1～3年分については全額、4～7年分についてはその合計額から100万
円を控除した金額が持ち戻されます。また、すでに支払っている贈与税は相続税から控除されます。

●相続時精算課税制度（精算贈与）
　相続時精算課税制度は、60歳以上の親や祖父母から、18歳以上の子や孫への贈与において利用
できる制度です。2024（令和6）年1月1日以降の精算贈与については、新たに非課税金額110万円
が設けられました。また、暦年贈与と異なり贈与年の基礎控除を超えた金額の累計が2,500万円（特

①贈与（自社株を後継者に贈与する）

毎年の贈与金額＝その年の1株あたりの自社株評価額×贈与株数

何株贈与したらよいか＝希望する贈与金額÷その年の1株あたりの自社株評価額

後継者に贈与する際の問題点

相続時に持ち戻す「暦年贈与」の範囲が７年に！
【2024（令和６）年１月１日以降の贈与】 ●相続・遺贈により財産を取得した

　者で、死亡前7年以内に被相続人
　から贈与によって取得した財産
　を相続税の課税価格に加算
●3年超7年以内の贈与により取得
　した財産については、合計額から
　100万円を控除
（注）基礎控除以下の贈与財産も加算

相
続
財
産

死亡前3年以内の贈与4年間延長

相続財産に加算される贈与財産の額＝
（死亡前3年以内の贈与財産） ＋ （死亡前3年超7年以内の贈与財産合計ー100万円）

相
続
発
生

時
の
加
算

死亡前７年以内の贈与
総額100万円控除

※加算期間が3年を超える場合、2024年1月1日より前には遡りません。
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　相続税がかかる場合の問題点には何があるでしょうか。一番の問題点は相続税が納税できるかと
いうことです。「お客さまの相続財産額ならどのくらい相続税が課税されるか？」については、さまざ
まなシミュレーションソフトがありますので試算は可能です。おおよそどのくらいになるかは一般
的に相続税額早見表等を用いて確認します。
　相続税は、原則相続開始10カ月以内に現金一括払いです。現金一括で支払えない場合は、分割払い
にあたる「延納」や、現金以外の不動産等で納める「物納」などがありますが、要件のハードルが高いた
め簡単には適用できません。したがって、相続対策においては、現金で支払うための事前準備が必要
になります。
　相続税を納めるためには事前の資金準備が欠かせません。現金で納税するための対策として、主に
次の３つがあります。
　・相続財産の評価を下げる（財産の評価減を活用する）
　・生命保険で納税資金を確保する
　・生前贈与して相続財産を減らす

　一般的に経営者が保有する自社株や経営者が会社に貸している不動産など、事業用資産の評価額
が高額な場合、経営者の相続財産全体に占めるそれらの割合が相対的に大きくなってきます。そのた
め遺言がないと、後継者（相続人）が経営のため事業用資産を相続したいと主張しても、後継者以外の
相続人から法定相続分の財産分けを主張され、自社株や事業用不動産などを分割せざるを得なくな
る場合があります。
　そうなると、株主の立場で後継者の兄弟が経営に口をはさんできたり、事業用不動産の買取請求が
あるなど、後継者の経営に大きな支障を伴う恐れがあります。後継者が経営に専念できるようにする
には、遺言などを使って自社株等は後継者にまとまって相続させるのがよいでしょう。

相続税納税における問題

相続税が納められるかどうか？（納税資金の有無）

2 経営者の相続の場合に
考えられる問題点

遺産分割における問題点

遺言がないため事業用資産を相続人で平等に分けてしまうと経営権の問題が発生
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　福利厚生にはさまざまな考え方があり、利用する従業員ごとにニーズは多岐にわたっています。会
社が行う福利厚生には、法で定められた「法定福利」と、自社で独自に提供する「法定外福利」がありま
す。
　法定福利厚生は、事業主が負担すべき従業員の社会保険（厚生年金保険、健康保険、介護保険、雇用
保険、労働者災害補償保険）や子ども・子育て拠出金などです。
　一方、法定外福利厚生は、会社が独自に行う福利厚生のための制度のことで、住宅関連（住宅手当な
ど）、健康・医療関連（がん検診のオプション助成など）、育児・介護関連（家族手当など）、ライフサポー
ト関連（社員食堂の運営など）、自己啓発関連（資格講座費用の補助など）、休暇・余暇・娯楽関連（忘年
会や保養所など）、財産形成関連（社内預金制度、財形貯蓄制度、社員持株制度、社内貸付制度、退職金
制度など）、慶弔・災害関連（結婚祝い金、出産祝い金、弔慰金、傷病・死亡見舞金、労災保険の上乗せ補
償など）というように多岐にわたります。
　法定外福利厚生のうち、財産形成関連の「退職金制度」、慶弔・災害関連の「弔慰金、傷病・死亡見舞
金、労災保険の上乗せ補償」などは、その福利厚生を行う会社自体が対応するのではなく、外部委託先
として保険会社等が担うことのできる分野となります。これら制度を整理すると下表のようになり
ます。

1 従業員の退職金制度の基礎知識

退職金、弔慰金、見舞金の位置づけ

保険営業パーソンが主に提案する会社の福利厚生制度（赤字部分）

死亡保障
（死亡退職金含む） 休業保障 医療保障 老後保障

（生存退職金含む）
財産
形成

企
業
負
担 総合福祉団体定期

保険
福利厚生プラン

就業不能保障保険
所得補償保険

総合医療保険
特定疾病(三大疾病)

保障保険
※いずれも全員加入団体型

福利厚生プラン
確定拠出年金
（企業型）

中小企業退職金共済
など

ー

自
己
負
担

団体定期保険
（グループ保険）

（任意加入）
団体長期障害所得
補償保険

（任意加入）
特定疾病（三大疾病）

保障保険

確定拠出年金
（企業型）
マッチング拠出

財形貯蓄
財形住宅
社内預金

弔慰金
死亡退職金

法定外労災補償
遺族・遺児育英年金

休業時の所得保障 療養見舞金 老後の
年金・退職金として
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1/2損金と6割損金との比較

　なお、最高解約返戻率が50%超70%以下の商品で年換算保険料が一被保険者あたり30万円まで
であれば全額損金が可能です。ただし、30万円を超えた場合、30万円まで損金で30万円を超えた
部分が前述の原則的な仕訳になるのではなく、30万円を含めて全額が原則的な仕訳をすることに
なります。これは後述する解約返戻金のない第三分野保険等における「短期払保険料30万円特例」で
も同じことがいえますのでご注意ください。

　資産計上期間は「６割資産計上、４割損金算入」となります。その後の考え方は上記①と同じです。
　イメージとしては下図のようになります。

〔旧長期平準定期保険(1/2損金)との比較〕

契約者

会社

被保険者

役員

受取人

会社
年間保険料：100万円
保険期間　：40年

借　方

支払保険料　50万円
前払保険料　50万円

貸　方

現金　100万円

借　方

支払保険料　175万円

貸　方
旧
基
準

前半6/10 後半4/10

前半4/10 前半4/10経過後 後半2.5/10

新
基
準

現金　　　 100万円
前払保険料　75万円

借　方 貸　方

支払保険料 60万円
前払保険料 40万円 現金　100万円

借　方 貸　方

支払保険料　100万円 現金　100万円

借　方 貸　方

支払保険料　164万円 現金　　   100万円
前払保険料  64万円

保険期間

②最高解約返戻率が70%超85%以下の定期保険の保険料の経理処理

最高解約返戻率が70%超85%以下のイメージ

40％　損金算入

4割期間

6割期間

資産計上累計分の
取崩し

残り2.5割期間

取崩期間資産計上期間

60％　資産計上 損金算入
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　家屋の被害状況や人的被害状況により被災した市町村のある都道府県知事が適用を決定します
（国は法適用の助言等を行う）。災害救助法の適用により、支援や各種猶予がなされる形になります。
　適用基準は、災害により市町村等の人口に応じた一定数以上の住家の滅失（全壊）がある場合、多数
の者が生命または身体に危害を受け（受けるおそれが生じた場合も）、避難して継続的に救助を必要
とする場合などです。
　応急救助のおもな内容は、避難所の設置、応急仮設住宅の供与、炊き出しその他による食品の給与、
飲料水の供給、被服や寝具その他生活必需品の給与・貸与、医療・助産、被災者の救出、住宅の応急修
理、学用品の給与、埋葬、死体の捜索・処理、障害物の除去、被災者の救出などです。
　市町村単位で適用されるので、その地方自治体にお住まいならご自身や家族に直接被害がなくて
も収入が途絶えたケースなどでは各種支援等が適用されることになります。自衛隊の災害派遣は
災害救助法とは別で、都道府県知事が要請し国が決定します。なお、災害救助法適用自治体では免許
証の更新期限や車検の有効期限なども特別措置となります。災害救助法の詳細については内閣府の
ホームページで確認してください。

　「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（激甚災害法）」に基づく制度で、中央
防災会議の意見を聴いた上で、内閣の閣議決定で指定されます。激甚災害指定を受けると復旧事業の
国庫負担割合が引き上げられるので地方自治体の負担が減ります。雇用に関わる面では対象地域に
所在する事業所が災害により休業したことにより、賃金を受けることができない被保険者について
は、実際に離職していなくても雇用保険の基本手当が支給されます。

発災時に知っておくべき周辺知識

災害救助法について

激甚災害指定について

災害発生！　経営者がすべきこと

❶役員・従業員の
　安否確認
❷顧客・取引先の
　安否確認

❶会社の建物・機械設備・
　自動車などの確認
→罹災証明書のための
　写真撮影や現場保存
→稼働の可・不可判断
　再稼働はいつから？

会社存続の判断 復興へ向けての再出発！

❶加入している保険から
　保険金請求をする
❷国・都道府県からの支援金・
　助成金を受ける
❸借入金の返済延長など
❹税金その他の支払い免除・
　期限延長

物
人

会社

お金
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